相続大増税の全体像

平成27年1月1日以後の相続税制
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　数年前より社会的にも大きくクローズアップされてきた「相続大増税」が、平成27年1月1日よりいよいよ実施されます。現行の相続税制では、相続税の課税対象となる人は全体のおよそ４％。これが、大増税により６～８％程度まで上昇すると言われています。　

　目の前に迫った相続大増税。このレポートではその全体像について解説します。

（１）改正の趣旨

相続税の基礎控除額は、高度経済成長期における地価の上昇を反映して拡大が続けられてきました。ところがバブル崩壊以後、地価は下落したものの、基礎控除額は据え置かれたままです。そのため、相続税の課税割合は４％前後で推移しており、低いラインで安定しています。そこで政府は、基礎控除の大幅な縮小に舵を切りました。
（２）改正の内容
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（１）改正の趣旨

相続税には「所得の再分配」という重要な機能があります。所得の再分配機能とは、税制や社会保障制度を通じて所得格差を是正する機能のことです。日本の税制においては「累進課税制度」が採用されており、所得が大きいほど税率が高くなっていることはご存じの通りです。このため、大企業や高所得者から多くの税を徴収し、各種の社会保障制度を通じて低所得者へ富を分配する機能が働いています。現在、バブル期に比べ地価やその他の物価は大幅に下落したものの、相続税の基礎控除や税率は長く据え置かれたままであったことから、この所得再分配機能が大幅に低下したと考えられています。そこで平成27年1月1日より相続税の税率が見直されます。
（２）改正の内容

最高税率が現行の50％から55％に引き上げられるほか、税率のきざみが細かく区分されます。非常に増税色の強い改正です。
■相続税の税率構造（色つき部分は改正点）
	課税標準
	税率
	
	課税標準
	税率

	1,000万円以下の金額
	10％
	
	1,000万円以下の金額
	10％

	3,000万円　　〃
	15％
	
	3,000万円　　〃
	15％

	5,000万円　　〃
	20％
	
	5,000万円　　〃
	20％

	１億円　　　 〃
	30％
	
	１億円　　　 〃
	30％

	３億円　　　 〃
	40％
	
	２億円以下の金額
	40％

	－
	
	
	３億円　　　 〃
	45％

	３億円超の金額
	50％
	
	６億円　　　 〃
	50％

	－
	
	
	６億円超の金額
	55％



（１）改正の趣旨
平成27年に実施される資産税の改正には「高齢者から若年層への資産移転を促進する」というもう一つのテーマがあります。そこで、相続税の未成年者控除について、その控除額が拡大されます。また、併せて障害者控除についても控除額が拡大されます。
（２）改正の内容
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（１）改正の趣旨
この特例は、相続人が生前に居住していた住宅について、一定の要件を満たすことで評価額が80％減額される制度です。同居する夫などが亡くなることで、その妻や親族に重い相続税負担が発生することを回避するために設けられたものですが、今回の増税に伴い、仮に制度を据え置くことで負担増となることが想定されるため拡充が図られました。

（２）改正の内容
イ）居住用の宅地等（特定居住用宅地等）の限度面積の拡大
特例の適用対象となる宅地等のうち、特定居住用宅地等に係る特例の適用対象面積が現行の240㎡から330㎡まで拡大されました。
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ロ）居住用と事業用の宅地等を選択する場合の適用面積の拡大

特例の対象として選択する宅地等の全てが定事業用及び居住用である場合には、それぞれの適用対象面積まで適用可能となります。
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現在、わが国の金融資産の６割以上を65歳以上の高齢者が保有していると言われています。ところが、消費の活性化という観点から、高齢者がタンス預金として資産を保有している現状は好ましいものではありません。そこで、「高齢者層が保有する資産を若年層に移転することで消費を活性化する」という目的の元、贈与税に関する改正が行われます。

　相続時精算課税制度とは、贈与の年の１月１日時点で65歳以上の親から、同時点で20歳以上の子に対して贈与が行われた場合、2500万円以上の財産について税率20％で課税される制度です。現行制度では、贈与者が「65歳以上の親」、受贈者が「20歳以上の子」と極めて限定的であり、活用しにくい面が少なからずありました。そこで平成27年1月1日より、次のように制度が改正されます。
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平成27年1月1日から、贈与税の税率構造が大きく変更されます。具体的には、直系尊属間の贈与と通常の贈与が区別され、直系尊属間の贈与について税率が優遇されます。
	基礎控除後の課税価格
	【改正前】

税　率
	【改正後】

一般税率
	特例税率

（直系尊属間の贈与）

	～　200万円以下
	10％
	10％
	10％

	200万円超　～　300万円以下　
	15％
	15％
	15％

	300万円超　～　400万円以下
	20％
	20％
	

	400万円超　～　600万円以下
	30％
	30％
	20％

	600万円超　～　1,000万円以下
	40％
	40％
	30％

	1,000万円超　～　1,500万円以下
	50％
	45％
	40％

	1,500万円超　～　3,000万円以下
	
	50％
	45％

	3,000万円超　～　4,500万円以下
	
	55％
	50％

	4,500万円超　～
	
	
	55％


【参考】直系尊属
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（１）改正の趣旨
現行制度では、相続財産である土地を譲渡した場合、譲渡所得の金額の計算上、相続した全ての土地に対応する相続税相当額を取得費として加算できます。例えば、下図のように５つの土地を相続し、そのうち一つの土地を売却した場合、譲渡所得の計算上、５つの土地に対応する相続税相当額が全て取得費として加算できるというわけです。
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これに対して、会計検査院から平成24年10月19日付で「現行制度の下で土地等を多く相続した者の中に所得税額が著しく軽減されている者が見受けられる」と意見表明が行われたことを受け、今回の改正となりました。

（２）改正の内容
　相続財産である土地を譲渡した場合、譲渡所得の計算上、その譲渡した土地等に対応する相続税相当額のみを取得費として加算するよう変更となりました。この改正は、平成27年１月１日以後に開始する相続又は遺贈により取得した資産を譲渡する場合について適用されます。
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　相続税の納税のために土地を譲渡したとき、実際に譲渡していない土地に対応する相続税額も譲渡所得の必要経費に算入できるため、納税者にかなり有利な制度でした。今回、この制度が大幅に見直されるという事で、多くの方が納税資金対策の見直しを迫られることになると考えられています。


　平成２１年度税制改正で創設された非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度、いわゆる事業承継税制は、適用要件が複雑であるだけでなく、制度の適用から５年間は一定の要件を満たし続けなければならず、適用件数が伸び悩みを見せていました。
　これを受けて政府は、毎年の税制改正で少しずつ制度改正を重ねてきましたが、今回、これまでにない思い切った改正に踏み込んでいます。
　ここでは、事業承継税制に関する改正点のうち、特に重要性の高いものについて解説します。
①第三者承継への適用が認められた
　事業承継税制の適用を受けることができる後継者は、現行制度では「非上場会社を経営していた被相続人の親族」とされています。しかし、今回の改正でこの要件が撤廃され、第三者承継についても制度を適用することが認められることになります。
②５年間の雇用確保要件が緩和
事業承継税制適用のネックのひとつとなっていた、「５年間の雇用確保要件」が緩和されることになりました。
現行制度では、制度適用後５年間に雇用の８割以上を維持し続けることが求められていましたが、改正により「常時使用従業員数の平均が、相続開始時又は贈与時における常時使用従業員数の８割」へと変更されています。
　つまり、現行制度では従業員数が８割を下回ることで直ちに納税猶予が打ち切られますが、改正により「常時使用従業員数の平均」という概念が取り入れられたことで、従業員数が８割を割り込んだだけで直ちに打ち切りとはならないという訳です。

また、この「雇用確保要件」が満たされないために納税猶予が打ち切られた場合、従来通り納税猶予税額を納付しなければなりませんが、この時、延納又は物納の適用を選択することができるようになります。
③経済産業大臣による事前確認制度の廃止
現行制度では、事業承継税制の適用要件のひとつである「経済産業大臣の認定」を受けるための事前準備として、「経済産業大臣の確認」の手続きが必要です。この手続きは、相続が発生する前に行っておく必要があります。
ところが、相続はいつ発生するか予測できるものではありません。つまり現行制度では、相続が思いもよらず早い時期に発生した場合、この事前確認ができていないケースが多く、事業承継税制の適用をあきらめなければなりませんでした。
このように制度の構造そのものが納税者の選択肢を狭めている現状を改善するため、今回の改正では、この事前確認制度が廃止されることになりました。
ここに挙げた3つの大きな項目の他、事業承継税制に関しては全部で15項目の改正が加えられています。なお、これらの改正は、平成27 年１月１日以後に相続若しくは遺贈又は贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用されます。
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現　行：５年間の継続期間中に、相続開始時又は贈与時における「常時使用従業員数の８割以上」を維持できなくなった場合、納税猶予が打ち切られる。


改正後：５年間の継続期間中に、常時使用従業員数の平均が、相続開始時又は贈与時における常時使用従業員数の８割を下回ることとなった場合に納税猶予が打ち切られる。
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